
分担研究報告書 

7．産業医・健康保険組合がん検診担当者を対象とした 

「がん検診マニュアル」の普及啓発活動とその評価 

研究協⼒者  中澤 祥⼦ 

東海⼤学医学部基盤診療学系衛⽣学公衆衛⽣学 助教 

研究代表者  ⽴道 昌幸 

東海⼤学医学部基盤診療学系衛⽣学公衆衛⽣学 教授



令和 7 年度 厚生労働省科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書

産業医・健康保険組合がん検診担当者を対象とした「がん検診マニュアル」の普及啓発活

動とその評価

研究代表者 立道 昌幸（東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学・教授）

研究協力者 ○中澤 祥子（東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学・助教）

深井 航太（東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学・准教授）

古屋 佑子（東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学・講師）

酒井 洸典（東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学・助教）

研究要旨

2018 年に厚生労働省は「職域におけるがん検診に関するマニュアル」（以下マニュアル）

を公表したが、職域のがん検診は、主として福利厚生の一環として実施されておりマニ

ュアルに必ずしも準拠していないことが課題として指摘されている。本研究に先立ち調

査した 2022 年調査ではマニュアル準拠率は約 1 割にとどまることが示されている。本研

究では、産業医・健康保険組合（以下健保）のがん検診担当者を対象に、昨年度まで作

成した動画およびホームページを利用して「マニュアル」の普及啓発活動を行い、その

効果検証を行った。本研究では、マニュアルの認知の現状を再評価し、マニュアルの認

知とがん検診補助や担当者の考え方との関連、ならびに研修会に対する受け止めを明ら

かにすることを目的とした。産業医に関しては、産業医研修会の機会を利用したが、産

業医は、実務経験がなく当該研修会には資格の更新のみを目的に参加する者、現在産業

医実務実績があるが、嘱託と専属ではがん検診への関わりが全く異なることから、産業

医への調査については背景別の調査が必要なことから別途企画した。本報告書は、健保

には勉強会、講演会を実施し、評価についてはパイロット調査および本調査を合わせ、

113 健保を解析対象とした。今年度の対象者（健保）については「マニュアル」を認知

していた者は 43.4％であり、「精度管理」の用語の認知率はマニュアル認知群で有意に

高かった。講義および動画視聴後には、それぞれ約 80％、約 70％の参加者が「マニュア

ル」に基づいたがん検診項目を実施する意向を示した。以上より、健保担当者への情報

提供はマニュアル理解促進に有用である可能性が示唆された。ただし、通常がん検診の

開始年齢を若年者から実施している点（過剰検診）に関しては、マニュアル順守につい

ては課題との認識であった。

Ａ．研究目的

厚生労働省は 2018 年に基本国のがん検診に関

する指針に基づき「職域におけるがん検診に関す

るマニュアル」（以下「マニュアル」）(1)を公

表したが、その背景には、わが国のがん検診受診

率は低く、OECD 諸国と比較して必ずしも高く

ない現状がある(2)。それ以上に、職域における

がん検診は福利厚生の一環として提供されるこ
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とが多く、必ずしも「マニュアル」に準拠した形

で実施されていない点、科学的根拠が不明な検診、

さらには開始年齢、頻度が若年者で高頻度（以下

過剰検診）の状態であることが懸念されている。

実際に、2022 年に実施された調査では、企業お

よび健保における「マニュアル」準拠率は約 1 割

にとどまることが示された(3)。 
健保は職域におけるがん検診の企画・運営に重

要な役割を担っており、その適正化に向けた介入

は重要な課題である。また、職場にいる医療職で

ある産業医におけるマニュアルの認知度は低く、

本研究では、健保担当者を対象に、マニュアルに

準拠したがん検診の考え方を伝える講義を実施

し、併せてホームページおよび動画教材を紹介し

た。その上で、①2022 年調査と比較したマニュ

アル認知度および過剰検診実施状況の変化、②

マニュアル認知とマニュアル準拠検診実施との

関連、③講義、ホームページ、動画に対する受

け止めを明らかにすることを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 

本研究は、産業医・健保組合におけるがん検診

担当者への対面、あるいはオンライン研修の実施

とオンライン質問票調査からなる横断研究であ

る。対象者は、産業医の場合には、主に医師会認

定産業医講の習会受講者に対して、健保担当者に

ついては、日本の健保に現在勤務し、がん検診事

業の企画・運営に関与している職員とした。健保

に勤務し、本研究の勉強会を企画した紹介者を通

じて研修会の案内を行い、参加希望を示した健保

の担当者を募集した。研究参加への同意確認は、

紹介者から対象者へ電子メールで同意説明文書

を送付し、参加意思を確認する方法で行った。 
評価については、パイロット研究を通じて、そ

の評価項目の妥当性評価、フィージビリテイ調査

を行い、最終のオンライン研修会にて本評価検証

を実施した。 
産業医研修会についての資料は、当該研究のホ

ームページに掲載している（参考資料 1）。また、

健保組合への研修資料についても作成した。産業

医研修会では、1 時間を単位として、健保の担当

者を対象に、1 回あたり 1～1.5 時間にて対面、

オンライン講義を実施した。講義の詳細は参考資

料 2 に示した。講義は、全て研究代表者の立道昌

幸が実施した。パイロットとして講義前後、本調

査では講義後にオンライン質問票への回答を収

集し、回答時にあらかじめ研究参加への同意を確

認した。同意が得られなかった者および回答に欠

損のあった者は解析対象から除外した。 
質問票の主な項目は補足資料 3 に示した。 

質問項目には、健保の種別（単一企業型健保また

は総合型健保）、業種、担当者の考え方に関する

項目（2 項目）、マニュアル認知に関する項目、

がん検診各項目に対する補助の実施状況、精度管

理に関する認識、ならびにホームページ、動画、

講義に対する印象を含めた。担当者の考え方に関

する項目のうち、マニュアル遵守志向は、Q3「補

助すべき検診項目は必要なものに限定すべきで

ある」への回答に基づいて定義した。マニュアル

認知については、「認知あり」「認知なし」の 2
群に分類した。 
対象者の基本属性として、健保の種別および業

種を把握した。業種の分類がその他・分類不能の

場合は除外した。マニュアル認知、がん検診に対

する補助の実施状況、および担当者の考え方（2
項目）との関連を検討するため、カイ二乗検定、

Fisher の正確性検定、または

Cochran-Mantel-Haenszel 検定を用いて p 値を

算出した。さらに、講義、ホームページ、動画に

対する印象については記述統計により示した。統

計解析には SAS software version 9.4（SAS 
Institute, Cary, NC, USA）を用いた。 
 
Ｃ．結果 
健保への研修会の開催 

1．城北地区方面会健保研修会（約 90 健保）（7

月 3日）オンライン 

2．けんぽ共同研修会（8月 4日）約 50健保：オ
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ンライン 

3．城内地区方面健保研修会（10 月 23 日）（約

50健保）対面 

4．横浜市健康経営ウエブセミナー（2月 13日）

約 121健保 オンライン 

 

2）評価結果 
1．産業医については、現在産業医業務の実施歴、

嘱託、専属による属性等の背景によりマニュアル

の認知度が異なることから、本研修会では、研修

会の参加背景の影響因子が大きいことから別の

分担者が詳細に検討していることから本研究で

は効果判定は実施しなかった。産業医の実務歴が

ない医師についての認知率は 1％程度とほぼ認

知されていなかった。 
 
2．健保担当者へのパイロット調査 

本調査を合計した集計値を表す。最終的に 113
名（パイロット調査 94 名、本調査での同意 19
名）を解析対象とした。参加者の基本属性を表 1
に示す。マニュアルを認知していた者は 49 名

（43.4％）であった。マニュアル認知群において

は、精度管理についても認知している者が 69.4％
を占めていたのに対し、マニュアル非認知群では

精度管理を認知している者は 10.9％にとどまっ

ていた。 
 

表１ 研究対象者一覧（113 名） 

業種 非認知群 認知群 
人数 64 (56.6%) 49 (43.4%)
建設業 5 (7.8%) 2 (4.1%)
製造業 25 (39.1%) 21 (42.9%)
電気・ガス・熱供給・水道業 2 (3.1%) 0
情報通信業 5 (7.8%) 2 (4.1%)
運輸業・郵便業 4 (6.3%) 4 (8.2%)
卸売業・小売業 4 (6.3%) 11 (22.4%)
金融業・保険業 4 (6.3%) 1 (2.0%)
不動産業・物品賃貸業 3 (4.7%) 0
学術研究・専門・技術サービス 2 (3.1%) 2 (4.1%)
宿泊業・飲食サービス業 0 1 (2.0%)
生活関連サービス業・娯楽業 0 1 (2.0%)
教育・学習支援業 0 0
医療・福祉 4 (6.3%) 1 (2.0%)
複合サービス事業 2 (3.1%) 1 (2.0%)

マニュアル

 

マニュアル認知と精度管理認知の関係 

精度管理 非認知群 認知群 

認知していない 57 (89.1%) 15 (30.6%)

認知している 7 (10.9%) 34 (69.4%)

P<0.001

マニュアル

 
表 2-1, 表 2-2 には、マニュアル認知の有無と、

ロジスティック回帰モデルにおける健保担当者

の考えに関する記述統計を示す。2 項目の質問に

おいて、マニュアル認知群と非認知群の間に有意

な差は認められなかった。なお、設問 Q19 につ

いては複数回答が可能であったため、複数の選択

肢を回答した者が一部に認められた。 
 
表 2-1 マニュアル認知の有無と健康組合担当者

の考え(Q3)の関係 
Cochrane-Mantel-Haenszel 検定 

Q3 非認知 認知
1補助する検査は、医学的知識に基づ
き必要な項目に限る

53 (83%) 21 (94%)
2なるべくサービスとして多くの項目
を補助すべきである

10 (16%) 14 (4%)
3自治体のがん検診でがん検診を受け
て、がん検診を補助することは必要な
い

1 (1.6%) 14 (2%)

マニュアル
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表 2－2 マニュアル認知の有無と健康組合担当

者の考え(Q18:多肢選択)の関係 
 
a)  カイ二乗検定 
b)  フィッシャーの正確検定 

非認知 認知 p

思わない 21 (32.8%) 15 (30.6%) 0.81 a)

思う 43 (67.2%) 34 (69.4%)

難しくない 44 (68.8%) 38 (77.6%) 0.30 b)

難しい 20 (31.3%) 11 (22.4%)

実施すべきでない 59 (92.2%) 46 (93.9%) 0.27 b)

実施すべき 5 3

実施すべきでない 59 (92.2%) 47 (95.9%) 0.23b)

実施すべき 5 (7.8%) 2 (4.1%)

１指針通りのがん検診を実施しようと思う

２指針通りのがん検診を行うことは難しい

３指針で推奨されている検査よりも多い種類のがん検診を
実施すべき

４指針で推奨されている間隔よりも短い/長い間隔でがん
検診を実施するべき

マニュアル

 
 
がん検診に対する補助の状況とマニュアル認

知との関連を表 3 に示す。HPV 検査を除き、各

種がん検診の約 80～90％において何らかの補助

（全額または一部）が行われていた。内視鏡検査

（胃内視鏡、ファイバースコープ検査）について

は、マニュアル認知群の方が非認知群に比べて有

意に補助されている割合が高く、全額または一部

補助の合計割合は、認知群で 87％、非認知群で

70％であった。 
 

表３ がん検診に対する補助の状況とマニュア

ル認知との関連 

項目 非認知群 認知群 p値
胃：バリウムX線 0.83
全額補助 34 (53.1%) 27 (55.1%)
一部補助 23 (35.9%) 17 (34.7%)
補助なし 7 (10.9%) 5 (10.2%)
胃：内視鏡検査 0.04※
　全額補助 12 (18.8%) 15 (30.6%)
　一部補助 33 (51.6%) 27 (55.1%)

　補助なし 19 (29.7%) 7 (14.3%)

肺：胸部X線・喀痰検査 0.37

　全額補助 32 (50.0%) 32 (65.3%)

　一部補助 25 (39.1%) 10 (20.4%)

　補助なし 7 (10.9%) 7 (14.3%)
大腸：便潜血検査 0.17
　全額補助 37 (57.8%) 36 (73.5%)
　一部補助 21 (32.8%) 9 (18.4%)
　補助なし 6（9.4％） 4 (8.2%)
大腸：大腸内視鏡検査 0.34
　全額補助 4（6.3%） 6 (12.2%)
　一部補助 21 (32.8%) 16 (32.7%)
　補助なし 39 (60.9%) 27 (55.1%)
子宮頸：細胞診 0.23
　全額補助 30 (46.9%) 28 (57.1%) -
　一部補助 29 (45.3%) 19 (38.8%) -
　補助なし 5 (7.8%) 2 (4.1%) -
子宮頸：HPV検査 0.11
　全額補助 13 (20.3%) 10 (20.4%) -
　一部補助 21 (32.8%) 4 (8.2%) -
　補助なし 30 (46.9%) 35 (71.4%) -
乳：マンモグラフィ 0.64
　全額補助 30 (46.9%) 27 (55.1%) -
　一部補助 32 (50.0%) 19 (38.8%) -
　補助なし 2 (3.1%) 3 (6.1%) -
乳：乳房超音波検査 0.99
　全額補助 29 (45.3%) 25 (51.0%)
　一部補助 32 (50.0%) 19 (38.8%)
　補助なし 3 (4.7%) 5 (10.2%)

マニュアル

 
 
表 4-1,表 4-2 には、講演もしくは動画およびホー

ムページに対する印象に関する記述統計を示す。

講義受講後および動画視聴後、それぞれ約 80％
および約 70％の参加者が、マニュアルに基づい

たがん検診を実施する意向があると回答した。 
 
表 4-1 講演に対する印象(Q18) 
Q18 今回の講演について、あなたが感じたこと:
この講演を見たら、指針に基づくがん検診を実施

しようと思う 
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非認知 認知
とてもそう思う 17 (26.6%) 19 (38.8%)
ややそう思う 34 (53.1%) 21 (42.9%)
どちらともいえない 13 (20.3%) 9 (18.4%)
あまりそう思わない 0(0%) 0(0%)
全くそう思わない 0(0%) 0(0%)

合計 64 49

マニュアルの認知

 

表４-2 動画およびホームページに対する印象

(Q21) 
(Q21)講演で紹介したホームページと動画について：こ

の動画を見たら、指針に基づくがん検診を実施しようと

思う 

非認知 認知
とてもそう思う 13 (20.3%) 21 (42.9%)
ややそう思う 31 (48.4%) 14 (28.6%)
どちらともいえない 20 (31.3%) 14 (28.6%)
あまりそう思わない 0(0%) 0(0%)
全くそう思わない 0(0%) 0(0%)
合計 64 49

マニュアルの認知

 

 
Ｄ．考察 

今回産業医と健保がん検診企画担当者を対象

として研修会を実施し、本研究報告では、健保担

当者に対するがん検診に対する認識および視点

を明らかにした。本調査におけるマニュアルの認

知率は 43.4％であり、2022 年に実施された先行

調査（健保以外の関係者を含めて約 10％）と比

較して高い割合であった(3)。そもそも全体的に

認知が高くなったのか？意識が高い健保が集ま

ったのか？については両者が考えられるが、前者

の調査時も比較的意識の高い健保の集団であっ

たことで、これまでの活動によりマニュアルの認

知度が向上した可能性は否定できない。 
マニュアルの認知有無による比較では、胃がん

検診における内視鏡検査（胃内視鏡、ファイバー

スコープ検査）への補助を除き、マニュアルの認

知の差により各種がん検診への補助状況に有意

な差は認められなかった。また、動画視聴後には、

参加者の約 70％がマニュアルに基づいたがん検

診を実施したいと回答しており、これらの知見は、

職域におけるがん検診の適正実施を推進する上

で正しい知識を分かりやすく情報提供すること

によって、普及する可能性を示す結果であると考

えられる。 
先行研究では、職域において対象年齢より若い

年代からがん検診を実施するという「過剰検診」

の実施率が高いことが示されているが、事業主と

健保担当者を含めた解析であったため、どの関係

者が過剰検診を必要と考えていたのかは明らか

ではなかった 3)。本研究では、マニュアル遵守に

関する担当者の考えについては、マニュアル認知

の有無にかかわらず有意な差は認められなかっ

た。この点は、日本に根強く浸透している「検診

はサービス」「検診には不利益がない考え方」「検

診の対象範囲を狭めることは、サービス低下に繋

がる」といった考え方が根底に占めることと思わ

れます。従って、この件については単なる一方向

性の研修では限界があると考えられた。 
一方、精度管理に対する認知率は、マニュアル

認知群において有意に高かった。がんの精度管理

は他国でも実施されており(4)、例えば大腸がん

に関して、Kaminski らは、腺腫検出率の向上が

中間期大腸がんおよび死亡リスクの低下と関連

していることを報告している(5)。乳がん検診に

ついては、Raucher らが米国におけるマンモグラ

フィ実施施設の品質評価の不十分さを指摘した

が(6)、米国では乳がん検診の質を確保すること

を目的としたマンモグラフィ品質基準法

（Mammography Quality Standards Act）が

1992 年に制定され、2024 年に改正が行われてい

る(7)。 
胃がん検診における内視鏡検査の費用補助の

割合は、マニュアル認知群において非認知群より

も高かった。バリウムによる胃 X 線検査では、

高濃度バリウムの誤嚥などの有害事象が報告さ

れていることから、マニュアル認知群で内視鏡検

査を重要視したのかもしれない(8)。一方で、本

研究では、大腸内視鏡検査および乳房超音波検査

に対する補助実施率は、マニュアル認知群と非認

知群の間で有意な差を認めなかった。これら 2 つ
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の検査は、現状のマニュアルにおいては対策型検

診として推奨されていない検査である(1)。大腸

がん検診については、米国予防医学専門委員会

（USPSTF）がシグモイドスコピーおよび全大腸

内視鏡検査を推奨しているが(9)、日本のマニュ

アルでは、全大腸内視鏡検査に関する無作為化比

較試験の結果が十分に報告されていないことか

ら(10, 11)、対策型検診としては推奨されていな

い。乳がん検診としての乳房超音波検査について

は、J-START study などの研究結果報告もみら

れており(12)、その結果により職域におけるがん

検診のマニュアルの update が待たれる状況であ

る。 
本研究の強みとして、第一に、参加者が紹介者

を通じて募集されており、健保の担当者であるこ

とが担保されている点が挙げられる。第二に、対

象集団に対するカバー率である。2024 年時点で

健保数は 1,378 組合であり(13)、本研究では 113
名が参加し、約 8％をカバーしている。１つの健

保から複数の担当者が講義に参加した可能性は

あるものの、一定の代表性を有すると考えられる。 
一方で、いくつかの限界も存在する。第一に、任

意参加による調査であるため、がん検診に関心の

高い者が回答しやすいという選択バイアスの可

能性がある。また、本研究の対象の 87％は単一

企業健保であり、単一企業健保を設立できる大企

業の取り組みが主に反映されている可能性があ

る。がん検診を含む健康施策において、中小企業

と大企業の間に健康格差が存在することが先行

研究により示されている(14-16)。第二に、本調

査は自己記入式質問票による自己申告であるた

め、想起バイアスや社会的望ましさバイアスの影

響を否定できない。第三に、本研究は横断研究で

あり、因果関係を推論することはできない。今後

は、講義や動画、ホームページ等の介入効果を検

証する介入研究が必要である。 
 
Ｅ．結論 

本研究では、産業医研修会と健保の代表者を対

象として、マニュアルに関する研修会を実施して、

マニュアルの普及啓発を実施した。講義および動

画・ホームページに対する印象は良好であり、そ

れぞれ約 80％および約 70％が前向きに評価して

いた。今後、健保におけるマニュアル遵守型のが

ん検診を推進するため、さらなる研究が求められ

る。 
 
Ｆ．研究発表 

1．論文発表 
 なし 
2．学会発表 

  なし 
3．その他 
産業医研修は以下のとおり実施した。人数は定員

人数。 
1，慈恵医大医師会研修会(5月 25日)700名 

2．横浜市医師会研修会（9月 15日）100名 

3．埼玉県大宮市医師会研修会（10月 19日） 200

名 

4．福岡県研修会（11月 30）200名 

5．東北大学研修会（12月 13日）200名 

6．東京大学医師会（12 月 21 日）産業医研修会 

220名 

7．神奈川産業保健総合支援センター約 40名 

8．産業医大研修会（12 月 9 日、2 月 20 日）750

名（筑波） 

9．産業医学実践研修（2月 28日）産業医 50名

（東京） 

 

 
Ｇ．知的所有権の取得状況 

1．特許取得 
  なし 

2．実用新案登録 
  なし 

3．その他 
  なし 
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補足資料１ 講演会の内容について（一部抜粋） 
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補足資料２ アンケート調査の内容について 
測定項目 質問 答え  
健保組合

の種類 
Q1 健保の種類 単一健保、総合健保  

業種 Q2 業種   

マニュア

ルの認知

度 

Q4 国から、がん検診に関す

る「指針（職域におけるがん検

診に関するマニュアル）」(が
出ているのを知っています

か？ 

（パイロット調査） 
1 聞いたことがあり内容を理

解している 
2 聞いたことはあるが、内容は

わからない 
3 聞いたことがない 
 
（本調査） 
1 講義で聞いたときにはすでに

知っていた 
2 講義で聞いて今回初めて知っ

た 
3 講義で聞いたが理解できなか

った 

1 →認知群 
2,3 →非認知群 
 
 
 

担当者の

考 え 方

（１） 

Q3 健保組合が提供するがん

検診や検査の補助について、以

下の選択肢からあなたの考え

に最も近いものを選んでくだ

さい。 

1 会社や健保組合が補助する検

査は、医学的知識に基づき必要

な項目に限る必要がある 
2 選択は社員に任せて、なるべ

くサービスとして多くの項目

を補助すべきである 
3 自治体のがん検診で安価にう

けられるのであればそちらで

がん検診を受けて、がん検診を

補助することは必要ないと思

う 

 

担当者の

考 え 方

（２） 

Q19（パイロット調査 Q20） 

がん検診の実施についてあな

たの考えをお伺いします。あて

はまるものを全て選択してく

ださい。（多肢選択） 

１指針で推奨されている通り

のがん検診を実施しようと思

う 
２指針で推奨されている通り

のがん検診を行うことは難し

いと思う。 
３指針で推奨されている検査

よりも多い種類のがん検診を
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実施すべきである（腫瘍マーカ

ー、PET-CT など） 
４指針で推奨されている間隔

（1 年ないし 2 年）よりも短い、

もしくは長い間隔でがん検診

を実施するべきである 
５その他 

 Q5 あなたの健保組合がされ

ているがん検診の実施状況に

ついてお聞きします。 
バリウムによるレントゲン撮

影、内視鏡（胃カメラ、ファイ

バースコープ）による撮影、胸

のレントゲン撮影や喀痰（かく

たん）検査など、便潜血検査、

便潜血検査、子宮頸部の細胞診

検査、ＨＰＶ（ヒトパピローマ

ウイルス検査）、マンモグラフ

ィ撮影、乳房超音波（エコー）

検査 

全額補助している、一部補助し

ている、補助していない 
 

 Q12（パイロット調査 Q14）精

度管理という言葉を聞いたこ

とがありますか。最もあてはま

るものを選択してください。 

（パイロット調査） 
1 聞いたことがあり意味も分

かる 
2 聞いたことはあるが、意味は

わからない 
3 聞いたことがない 
 
（本調査） 
1 講義で聞いたときにはすでに

知っていた 
2 講義で聞いて今回初めて知っ

た 
3 講義で聞いたが、理解できな

かった 

1 →認知群 
2,3→非認知群 

 Q18（パイロット調査 Q19 ）
今回の講演について、あなたが

感じたことで最も当てはまる

ものをそれぞれの項目につい

とてもそう思う 
ややそう思う 
どちらともいえない 
あまりそう思わない 
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て選択してください。 
この講演は、明瞭で理解しやす

い、この講演は啓発資料として

受け入れられる、この講演を聞

いて、現在の検診を見直そうと

考える、この講演を見たら、指

針に基づくがん検診を実施し

ようと思う、精度管理が重要で

あると思う 

全くそう思わない 

 Q21 （パイロット調査 Q22）
講演で紹介したホームページ

と動画について、最も当てはま

るものを選択してください。こ

の動画は、明瞭で理解しやすい

と思う 
この動画は、健保組合の課題に

ついて必要な情報をすべて提

供していると思う 
この動画は啓発資料として受

け入れられると思う 
この動画を聞いて、現在の検診

を見直そうと思う 
この動画を見たら、指針に基づ

くがん検診を実施しようと思

う 
精度管理が重要であると思う 

とてもそう思う 
ややそう思う 
どちらともいえない 
あまりそう思わない 
全くそう思わない 
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